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アジア的封建制：
1964年北京科学シンポジウムと封建制理論
福本勝消
戦国史家として知られる藤木久志『戦国社会史論』 (1974)は，中世の上
地所有，特に地主的土地所有について，以下のように述べている心
中世における地主制概念は，ほんらい，領主制にもとづく日本封建制と
区別さるべき中国の封建的土地所有の甚本形態を示す上地所有概念として
石母田正氏によって設定され，のちに「日本封建時代の土地制度と階級構
成＿（『一九六四年北京科学シンポジウム歴史部門参加論文集』）において
東アジア史の観点から批判的にうけつがれ，領主制的土地所有（家父長的
人格的隷属関係としてあらわれる）と地主的土地所有（有期的土地貸借．
契約関係としてあらわれる）とが， ともに H本前期封建時代における封建
的土地所有の基本的形態として位置づけられるに及んでH本中世史の中心
的論点の一つとなるに至ったことは，周知のところである（藤木 p.92)。
藤木が論じた，戦国期における土地所有のあり方に関しては，これまで筆
者が研究領域としてきたアジア的生産様式，あるいはそれと対照した古典古
代的生産様式，そして封建的生産様式といった，それぞれの生産様式におけ
る土地所有のあり方，あるいはそれぞれの本源的所有のあり方，すなわち所
有形態論では，とうてい対応できるものではない。
だが，中国研究の末端につながるものとして，藤木の文中に 1964年北京
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科学シンポジウムとの言葉があることにまず惹かれる。かつ「日本封建時代
の土地制度と階級構成.J が河音能平・村田修三・高尾一彦によって執筆され，
さらに日本中世史研究において，北京シンポジウム論文 (P• S論文）とし
て， 1960年代後半から 1970年代にかけ，よく議論の俎上にのぽせられたと
伝えられる以上，やはり，一人の中国近現代史研究者としても，マルクス主
義歴史理論に関心があるものとしても，無視できないところである。
本稿においては， この P•S 論文が如何にして登場したのか，つまりどう
して北京シンポジウムを冠せられるようになったのか，そしてさらに筆者か
関心を寄せるマルクス主義的土地所有論（所有形態論）との関わりにおいて，
如何なる意味をもつのか等々を，明らかにしたい鸞
1 北京科学シンポジウムと P•S 論文
まず， 1964年北京科学シンポジウムとは，何か。北京科学シンポジウム
開催の発端は，世界科学者連盟が， 1963年，北京に東アジアセンターを置
き，その事業の一環として 1964年北京における科学シンポジウム開催を決
定したことであったc
世界科学者連盟は， 1946年， ジュリオ＝キュリーらによって設立されて
いる。第二次世界大戦後， ソ連・東欧圏を中心に多数の社会主義国家が成立
し，アメリカを中心とした自由主義国家群と勢力を二分するにいたった。そ
の影響は大きく，多くの分野で国際的な親ソ親社会主義団体がつくられた。
世界科学者連盟も，またその一つとして，社会む義的な知識人・科学者によっ
て設立され，本部はロンドンに懺かれた。当時， 日本で世界科連に参加して
いたのは，民主主義科学者協会（民科）であった。
福島要ー，松島栄ーなどの回想によれば，民科は戦後間もない 1946年 4
月，マルクス史家渡部義通らの呼びかけにより創設され，当初，渡部に近い
石屈田正•藤間生大•松本新八郎など若い歴史家か中核メンバーとしてその
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組織化と運営に尽力したといわれる（『「石屈田正著作集」月報』第 4号
1989)。民科は様々な分野の知識人を巻き込みつつ， 1950年代にかけ共産党
系の大衆運動に大きな影響を与えた。だが，六全協以降，民科指導部はその
指導力を大きく低下させ，その後は部会ごとに各々活動を継続することにな
る。
おそらく， 1963年当時，残された民科の力量・動員力では不十分なため，
運動の広がりを目指し学会・研究団体があつまり，「世界科連東アジア地域
シンポジウム日本連絡協議会」が結成され， シンポジウム参加の準備にあた
ることになったのだと思われる。
このような経緯から，なぜ，民科歴史部会3)などの歴史研究者たちが北京
科学シンポジウムの準備に参加したかが理解できる。とくに，北京科学シン
ポジウムが「帝国主義と新植民地主義に反対し，民族の独立をかちとり保持
し，世界平和を守ってこそ，アジア・アフリカ・ラテンアメリカおよび太洋
州の各民族の経済・文化・科学を発展させることができる，という精神」を
掲げている以上，当時の，民科歴史部会や歴史学研究会など左派系の歴史研
究者の強い関心を引いたのは当然であったであろう匁
だが，なぜ多くの歴史家たちが，準備工作に参加するのみならず，科学シ
ンボジウムに，古代史や中世史の歴史理論の提出を思い立ったのであろうか。
『1964年北京科学シンポジウム論文目録』（日本連絡協編， 1964.12)を見
ると， シンポジウム歴史部門に提出された 18本の論文の内， 10本がH本か
らのものである。後は，朝鮮 3本，アフガニスタン，キューバ，インドネシ
ア，セネガル，アンゴラが各 1本であり， H本側のはりきりようがやたらと
目立っている。とくに注目をひくのは，河音・村田・高尾論文や門脇・戸
田論文のような歴史理論に関するものは，日本以外からは提出されていない
という点である。日本以外の論文は，より具体的なテーマを追うものか，概
要的なものかであった。
おそらく， 日本の歴史家たちの強い肩入れ，熱い思い入れには，前年末
98 明治大学教養論集 通巻536号 (2018• 12) 
(1963年 1月27日から 12月21日）， 10年ぶりに日本を訪れた中国学術代
表団との， 日本各地において行われたさまざまな交流も，大きな影響を与え
たのではないだろうか。学術団には侯外慮（歴史学），夏爺（考古学），劉大
年（近代史）らが参加しており， 日本の歴史家たちは侯外廠のような「革命
を成し遂げた国」の歴史学の重鎮の議論に，大いに触発されたのではないか
と思われる 5,0 
戸田芳実「古代・封建時代共同研究活動の総括」（歴史科学協議会編，
1973)などによればシンポジウムヘの論文提出の具体的な経過は以下のよう
である。前年よりの中国学術代表団招請運動の総括を受け，民科京都支部歴
史部会は北京シンポジウム参加に向けて動き出す。 1964年］月 17日，民科
京都支部， 日中友好協会京都府連の呼びかけにより，北京シンポジウム京都
実行委員会準備会が結成される。この準備会に参加した日本史研究会・民科
京都支部歴史部会が中心となって， 1月 18日，北京シンポジウムに参加を
希望する京都（関西）の歴史関係の諸団体や個人が，研究報告や代表派遣を
準備するための機関として［北京シンポジウム京都地区歴史部門研究連絡会」
（略称歴研連）が発足し，関西規模に広げるように呼びかけを行っている
（『歴史評論』 163号）。このなかの古代・封建グループが， さらに古代と封
建の二つの分科会に分かれ，論文作成および数回の研究会を行い， 3月 20
日の合同研究会における討議を経て，「日本における土地国有制と奴隷制の
本質」（門脇・戸田）および「日本封建時代の七地制度と階級構成」（河音・
村田・高尾）の二論文にまとめられ， シンポジウムに提出することになる。
P•S 論文末尾には，討論に参加した上田正昭以下 33 名の名前が付記され
ている。
実際のシンポジウムは 64年8月 21日~31日にかけて行われた。参加国
（地域）は 4,参加者367人であり， H本からは坂田昌一団長以下61人（内
通訳8人）の参加であった（「中国研究月報』 202号北京シンポジウム特集）。
「1964年北京科学シンポジウム日本代表団報告書』（日本連絡協， 1965.I) 
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によれば，参加準備から具体的な北京におけるシンポジウム参加へのプロセ
スにおいて，重大な変更が生じた。夏のシンポジウム開催の直前，ブカレス
トにおいて開催された世界科連執行委は，北京科学シンポジウムに対し，世
界科連東アジアセンター（北京センター）役員が参加しないように指令し，
かつ，そのシンポジウムの開催進行に対し貢任を負わないことを明言する。
多分，中ソ論争，中ソの亀裂がその背景にあったのであろう。ただ，中ソの
亀裂は 1960年代初めには明確になっており，北京での科学シンポジウム開
催を決定した 1963年には，すでに周知のことがらであった。それにもかか
わらず，開催決定が行われたわけで，直前になって，その開催進行に対し責
任を負わないとする世界科連執行委の声明は解せないものではあるが，おそ
らく実際の開催準備にイニシアティプをとっていた中国側（北京センターも
しくは中国科学技術協会）と世界科連執行委の間に大きな薗輛が生じたため
であろう。
日本代表団は世界科連執行委の決定に対し戸惑いながらも， 日本連絡協が
世界科連のメンバーでない以上，必ずしも指令に従う必要はないと解し，参
加を再確認し，香港から入境した。ところが，坂田昌一団長以下3名が香港
ビザを拒否され，カンボジア経由で中国に入らざるをえなかった。坂田昌一
は湯川秀樹，朝永振一郎と並び称せられる日本の素粒子論の泰斗であったが，
唯物弁証法に基づく科学実践の指導者としても知られていた。英国（あるい
は英米）がコミュニスト坂田昌ーらの香港経由での中国への入境を望まなかっ
たということであろう。
代表団は北京において，シンポジウムは今後，世界科連とは関係なく開催
されるとの説明を受け，各国代表団から 1人ずつ推薦された議長団によって
シンポジウムが運営されるという組織案を了承している。
上記『論文目録』によれば，科学シンポジウムと銘打っており，さらに日
本代表団の団長が坂田昌ーであるように，各国から提出された論文の約三分
の二が自然科学部門である。歴史部門の提出論文 18本の中で日本から提出
100 明治大学教養論集通巻536号 (2018• 12) 
された 10本は，次のとおりである鸞
門脇禎ニ・戸田芳実 日本における上地国有制と奴隷制の特質
藤間生大 東アジアにおける諸国家・諸民族の歴史的諸関係の形成と発
展
古田光 日本人の世界史観と現代におけるその問題点
井上清 日本の「近代化」の特徴とその歴史的条件
藤谷俊雄 日本における民族文化の創造発展について
渡辺学 日朝文化交流の研究一日本における朝鮮教育把握の形態と構造
西山武ー アジアにおける農業と農業社会の特性 とくに中国について
伊藤秀一 近代の日本と中国における西欧進化論の受容と展開
河音能平・村田修三・高尾一彦 日本封建時代の土地制度と階級構成
（京都歴研連封建時代史グループ）
幼方直吉・安藤彦太郎 H本における中国・朝鮮研究と民族独立の関係
上記執筆者のなかで， シンポジウムに参加したのは，井上清，江口朴郎，
門脇禎二，伊藤秀一，古田光であった。シンポジウムにおいて，歴史部門は
哲学部門とともに，哲学・歴史学科委員会に合同され，井上清が召集人となっ
た。報告と討論はそれぞれの分科会において行われた。歴史分科会は 8月
22日から 24日かけ，集中して論文報告が行なわれ，後は共通テーマ「帝国
主義の文化侵略に反対しいかに民族の文化を発展するか」にもとづき，アジ
ア・アフリカ・ラテンアメリカ諸国からの報告を受け討論が行われた。
さきの 33 名の P•S 論文署名者のなかで，実際に北京に赴きシンポジウ
ム歴史分科会で報告したのは，門脇禎二（「日本古代の土地国有制と奴隷制
の特質」）のみであった。 8月29日，歴史分科会に中国側から郭沫若， 白寿
算劉大年，侯外虚，手達呉陰苑文瀾厳仲平，何幹之，剪伯賛，夏鼎
が参加し，劉大年が中国「歴史学界」の現状を報告し，討論が行われた。シ
ンポジウムにおいては， P•S 論文のような前近代の， しかも理論的なテー
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マの場合，提出された論文の内容をめぐっての議論は行われなかったと考え
られる。 8月末の中国の歴史家たちの歴史分科会訪問も，多分に儀礼的なも
のであった。当初， 日本の歴史家たちは中国・朝鮮・ベトナムの歴史家たち
との学術交流を期待していたのであろう。だが， 1950年代とは異なり，少
なくとも中国側にそのようなゆとりはなかった。また， 日本側も，文革を前
にした中国社会の変化，鋭い緊張の存在にほとんど気が付いていなかった。
2 領主制理論
P•S 論文は封建的土地所有の性質を論じたものであり，その含意として
戦後マルクス史学の主流となった石母田正らの領主制理論を批判しそれを越
え，アジア的社会における封建制を理論的に位置づけようとするものであっ
た。それゆえ， P•S 論文を理解するためには，石母田領主制理論を知ると
ころから始めなければならない。だが，その前に，戦前のマルクス史学につ
いて言及しておきたい。
まず， H本のマルクス主義者による歴史研究への取り組みには，種々の前
史はあれども，実質的には 1920年代末の野呂栄太郎『日本資本主義発達史」
および服部之総「明治維新史』に始まる。より具体的な実践的な取り組みは
1930年代前半の唯物論研究会歴史部門に集った人々，あるいは重複するが，
同時期，雑誌『歴史科学』に寄稿した人々，具体的には服部之総，羽仁五郎，
渡部義通，早川二郎，秋沢修二，相川春喜などによって進められた。それら
の人々，言うならば『歴史科学』同人は，当初，実証的な歴史研究について
はほぽ素人であった。史学専攻は羽仁だけであり，服部は社会学，秋沢は哲
学，森谷克己は法学，早川は露語専攻であった。また，羽仁にしても，本来
は法学専攻であり， 20年代初めのドイツ留学（歴史哲学）を経て歴史専攻
に転じたものであった。羽仁の著述における歴史哲学っぽい記述（とくに
『転形期の歴史学』鉄塔書院 1929)は，その経歴と無縁ではなかった。
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それゆえ，『歴史科学』同人は，まず歴史理論ありきであり，理論書ー
その多くはドイツ語，ロシア語などの原書であった一を読み，理論をあて
はめるべく史料を読みあさって歴史研究を行っていたといっても過言ではな
かった。だが，唯物史観にもとづく歴史研究を実践しようという強い意気込
みを有していた彼らは，唯物論研究会歴史部門において研究発表および討論
を繰り返し，主として『歴史科学』『唯物論研究』等に次々と論文を寄稿し，
個々に，それらをまとめ，白揚社等から著作を出版し， さらに訳書（ソ連出
版の理論書）を刊行していった。彼らの著作の多くは，階級社会および国家
成立，社会構成が奴隷制か封建制か，資本主義の萌芽と発達，「絶対主義」
の成立といった大テーマを論じるものであった。
それらの中で， 日本古代史のグループは渡部義通を中心に， 1936年，『日
本歴史教程』第一冊（原始社会の崩壊），翌年第二冊（国土統一から大化改
新まで）を刊行し，唯物史観に基づく通史を刊行していく。だが，戦時体制
の深まりのなか，左翼ばかりでなく，進歩派にまで弾圧が及ぷようになる。
かろうじて逮捕を免れていた渡部は，残された時間を，『教程』第三冊（古
代から中世への移行）の執筆グループの形成へ向け，注ぐことになる。
当時，進歩的な史学専攻の学生たちは歴史学研究会に集まっていた。また，
北山茂夫などは傾倒する羽仁五郎宅に集い史学サークルをつくっていた。
歴史学研究会は都内の各大学の歴史専攻生のグループ，若手研究者の団体
であった。それゆえマルクス主義あるいは唯物史観に対する関心を持つもの
が増え，その雑誌『歴史学研究』においても，それに関連した論文や報告が
しばしば見かけるようになった。だが，若手研究者はアカデミズム（伝統史
学）のなかで学び，かつそこでそれぞれキャリアを積み，いずれは大学など
で歴史研究に携わることを目標に生きている人々であり，それゆえマルクス
史学の受容もゆっくりと進めていくしかなかった。
『歴史科学』同人と歴研メンバーとの関わりは微妙であった。個々に交流
はあっても，深まることはなかった。歴研からいえば「歴史科学」同人は，
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やはり歴史研究の素人であり，何事も大ざっぱで，その実証といっても粗雑
なものでしかなかった。逆に，実践において逮捕歴を有し，また今後もいつ
特高に逮捕されてもおかしくない立場にあった『歴史科学』同人からみれば，
歴研のメンバーは，マルクス主義（唯物史観）を臨ろうとしてはいるかもし
れないが，臆病で，覚悟のほどが疑われる人々であった。
だが，渡部義通は史学専攻で，積極的にマルクス主義を学ぽうとする若手
研究者に出会う。いずれも，歴研のメンバーであった。最初に知り合った藤
間を手掛かりに，その紹介により松本，石母田をスカウトした。石母田は，
30年代初めに日本労働組合全国協議会の活動家として逮捕歴を有しており，
屈強であった。 1938年春，和島誠ーを含め，渡部たちは共同研究を開始す
る。彼らは「歴史発展の五段階論」にもとづき古代奴隷制から中世封建社会
への変革（転換）を解明しようとしていた。共同研究は渡部が 1940年検挙
され下獄したことによって終ったが，石母田等はその後もそれぞれ研究を継
続し，戦後間もなく再発足した歴史学研究会を率い学界主流へと躍り出るこ
とになる。
一体，渡部から石母田• 松本・藤間に何が継承されたのであろうか。戦時
中から戦後にかけての彼らの人的なつながりは強固であった。だが，学問的
にはどうであろうか。たとえば藤間『日本庄園史』 (1947)を読めば，渡部
『古代社会の構造』 (1948)所収論文への言及があり，彼らの関わりが理解で
きる。それに対し，石母田や松本の研究論文に渡部の名前は出てこない。注
記されることもない。それまでの渡部の業績が古代史であったということも
関係していようが，学問的な継承関係という観点からいえば，若手研究者で
あった石母田等と，彼らより十歳以上年長であり，いかに歴史理論の研鑽を
つんできたとはいえ，歴史研究を始めて 10年もたっていない渡部との間に
おいては，関係はむしろ同志的であり，「継承」という言葉を使うことはふ
さわしくないかもしれない。だが，継承はたしかに存在していた。渡部にあっ
たもの，「日本の歴史においても，普遍的な歴史法則が貫かれていないはず
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がない」7)という確信を，石母田等も同じように有していた。そして，その
確信が，戦後，歴研が提唱した「世界史の基本法則」ースターリンの歴史
発展の五段階論の日本版一一の概念を生むことになる。
マルクス主義者による実証的な歴史研究は清水三男に始まるといえる。彼
は戦後の『清水三男著作集』につながる三冊の著作を残したが，そこにマル
クス史学を提唱した記述はない。だが，刊行された著作の内容からは一大戦
中の子供向け歴史普及書を除けば一彼の研究が次第にマルクス史学の内実を
備えつつあったことをうかがわせるように思われる鸞
戦前から戦中にかけ，清水はその著作のなかで， 日本の荘園は西欧のマナー
とは異なること，国術領と荘園とが類似したものであること，それゆえ荘園
制は律令制の土地公有制の対立物ではなかったこと，古代から中世への転換
において，荘園制の果した役割は第二義的なものであったことなどを，説得
力をもって語っていた。さらに，古代から中世への移行において，名主＝地
主であるところの武士階級が主要な役割を果たしたこと，同じく地主として
の武士が村落生活に深く関与していたことを指摘している。
石母田正「古代史研究の回顧と展望：昭和 18年」（石母田 1988)からは，
石母田たちにとって，伝統史学に対する闘いにおいて清水三男が得難い同志
であるとともに，同一陣営のなかにおける手ごわいライバルであったことが
伺える。とくに重要なのは，石母田の僚友である松本「名田経営の成立」が
名田制＝家父長制的奴隷制説を唱えた（後述）のに対し，清水がそのような
領主直営田＝大経営を認めず，名田は作人による小経営に委ねられたことを
述べるくだりであり，石母田は清水のそれが畿内をモデルにした所説であり，
松本のそれとは地域の相違，階層分化の程度など，多様性によるものであり，
互いに排除するものではないとまとめてみせている。のちの，石母田なと家
父長制的大経営（家父長制的奴隷制）対黒田など小経営的生産様式論の構図
がすでに萌芽的に出現しているのをみることができる。
前置きが長くなったが，戦後日本の古代史・中世史研究を領浮したのは，
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言うまでもなく石母田正てあった。その最初の著書『中世的世界の形成』
(1946)において提起された領主制理論は，その後長く学界に影響を与え続
ける学説となった。すなわち，古代末期から中世への転換を推し進めたのは，
荘園制の発展ではなく，領主制の展開こそか中世封建社会を成立させたとす
るものであった。
荘園制はむしろ古代的なものであり，古代から中世への転換は荘園制をもっ
ては切り開かれない。それゆえ，石母田は古代の延長に過ぎない荘園制を切
り裂き，中世封建社会への展望をもたらす動力を領主制の展開に托すことに
なったc
石母田『中世的世界の形成』，そして藤間『日本古代国家』の刊行は，古
代・中世史分野にかぎらず，敗戦後の歴史学全体に強烈な影響を与えること
になった（網野善彦 2000)。さらに松本は 1949年，歴研大会において「原
始・古代社会における基本的矛盾について」と題する基調報告を行ったが，
それは同じく基調報告を行なった高橋幸八郎等の論文とともに同年末『世
界史の基本法則』（岩波書店）と題されて出版されている。これ以後，歴史
発展の五段階論は「世界史の墓本法則」の美称で呼ばれることになる。
石母田はその記念碑的な労作において，古代ー中世変革を奴隷制から農奴
制への移行と規定し，その主旋律を，社会的剰余（労働及び生産物）の生産
者である，奴隷から農奴への成長転化（進化）と捉えた。石母田が描いたの
は，具体的には，東大寺領黒田荘（伊賀国）の荘園形成であったが，その形
成過程における荘園領主（東大寺）と私営田領主・在地領主（武士団，源俊
方など）の熾烈な抗争，そして前者の勝利と後者の敗北から， この地域にお
ける，中世の敗北と古代の再建が論じられている匹
問題は，石母田が，東大寺領黒田荘の柚エが東大寺にとって寺奴である以
上，柚工はふつうの農民と同じように家族をなし田畑を耕したとしても，奴
隷にすぎないと断じている点にある。柚エたちは，おそらく当初より家族を
なして寺領の柚において伐採や製材に従事していたのであろう。多分，人口
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増加におされてであろうが，次第に公領の土地を耕すようになる。初めは通
い作をしていたのであろうが，ついには公領に家屋を持ち，そこで家族を営
みながら田畑を耕すことになる。ますます家族数も増え， さらにその営農の
向上とともに，なかには田堵や名主にまでなるものも出現するにいたる。
このような柚工の出作は国術側からみれば，土地のみならずその家もまた
公領にある以上，公領農民と同じように田租・雑稲（所当・公事）を納める
のは当然であった。だが，東大寺側からみれば，柚工は伝来の寺奴であり，
出作といえども， もとより国術への負担を収める道理は存在しないというこ
とになる。東大寺と国術の争いは数世紀にもおよぶが，出作地を含め東大寺
の所領であるとの，東大寺の強引な要求が，勃典しつつあった在地領主（武
士団）の抵抗をもはねのけ，ついには実現してしまう。東大寺領黒田荘の成
立であり，石母田にとっては，まさに，中世の敗北・古代の再建であった。
公領の土地を出作する柚工たちは，たしかに身分はまだ寺奴のままであっ
た。だが，その実態はすでにふつうの国術領の農民と変らぬ小経営農民であっ
た。しかし石母田は，たとえ実態がそうであっても，柚工は寺側の労働編成
において寺奴として組織されている以上，生産関係において依然として奴隷
であり，そこから，柚エたちの，奴隷の農奴への成長転化を否定してしまう。
見事な理屈だが，柚工自身の再生産が出作地の経営において実現している以
上，強弁でしかない。たぶん，当時，多くの歴史家たちが感じていたように，
寺奴であるというのは，あくまで，国術側への対抗のための，かつ農民統制
のための，東大寺側のイデオロギー的主張であり，実際の経済的社会構成上
の規定は，「世界史の基本法則」を信奉していた当時としては，「農奴」と規
定するのがもっとも妥当であったはずである。
同じくグループのメンバーであった松本新八郎は，戦時中，「名田経営の
成立」（『中世社会の研究ー所収）を書き，古代末期における農業経営の中核
たる名田経営に関して，「名田経営の成立とその発展はそれ自体奴隷制的な
ものであ」ったこと，名田経営の解体と分裂によってはじめて農奴制的な経
アジア的封建制： 1964年北京科学シンボジウムと封建制理論 107 
営が現れた， と説いた。この場合の奴隷的な労働力とは，奴婢のほか寄口な
ど，世帯における従属的な要素であり，それらが家父長のもと奴隷的に使役
される。この種の家父長制的奴隷制は領主経営を支えると考えられており，
領主制理論は名田経営＝家父長制的奴隷制説によって強く補強されることに
なった。
奴隷制から封建制（農奴制）への移行，奴隷から農奴への進化といったシェー
マ（発展図式）は，奴隷および奴隷制的なエレメントが残るかぎり，依然と
して移行や進化が未完成であるとの判定がなされる可能性をもつ。
南北朝期をもって封建制の成立と捉える松本新八郎や領主制理論の継承者
永原慶二等の諸説は，同じように，鎌倉期は奴隷および奴隷制のエレメント
（古代的要素）が未だ色濃く残った社会との見方が前提にある。このような
議論，つまり中世における家父長的奴隷制の残存についての議論は，郎党・
下人・所従らの存在があるかぎり続けられるものであった。
下人所従らがあるかぎり家父長制的奴隷制の社会であるとの認識は，結局
は安良城盛昭の太閤検地封建革命説を生むにいたる。太閤検地以後の，下人
など従属的労働力を必要としない単婚家族による広汎な小農経営の成立こそ
封建社会の成立だとする安良城理論が領主制理論の鬼子（黒田俊雄）である
といわれる所以である。
ただ，領主制理論の創始者石母田は，封建制成立の指標を，奴隷の農奴ヘ
の転化にのみ絞っていたわけではなかった。在地領主層の形成もまた封建制
成立の大きなファクターであり，田堵名主層が在地領主層として成長し，そ
の私領が公権によって所領支配として認められるべく，公権力そのものを作
り変えるプロセスを重視していた。それゆえ，多少，生産の基本的な単位で
ある名主経営にいまだ家父長的奴隷制の色彩がのこっていても，鎌倉幕府の
成立は封建制成立の大きなメルクマールであった。
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3 石母田正の中国封建制論と日中分岐論
本稿冒頭で引用した藤木『戦国社会史論」の一節において，石母田が中国
封建制論成立に関与したことを述べているので，それを確認するところから
始めよう。
日本のマルクス史家の中国封建制論は 1930年代にすでに始まっているが，
戦後の研究者にとっては，やはり前田直典「束アジアにおける古代の終末」
(1948)が決定的な影糠を与えたと考えられる。前田の発想には， 日本の律
令制と班田制で構成される時代が古代である以上，そのモデルとなった隋唐
の社会構成一一律令制と均田制で構成される一ーが，古代でないわけがない，
という考え方があったと思われる。同じ古代であるからこそ，唐の周辺国家
も，唐の行政制度や土地制度に学び，それに類似したものを国内に構築する
ことができたし，東アジア諸国家が連動した歴史の歩みを示すことかできた，
ということであろう。
日本の班田制（土地公有制）が上地私有の発展によって崩れ，中世封建制
が成立したように，中国もまた唐末から宋初にかけ，古代から中世への変革
が起こったとしている。その転換はH本よりも三，四世紀早いが，国家の形
成や階級社会の成立が日本よりもはるかに早かったことを考えれば，理がと
おっており，東アジアの中心である中国の歴史の趨勢を追いかけるように，
あるいは連動しているかのように，朝鮮や日本の変化が続き，近世・近代へ
向けて発展の並行性が増すと考えていたようである。
ただ，前田の唐宋変革論は，社会構成体論あるいは生産様式論として充分
に述べられたものではなく，社会経済史的な意味における厳密な議論ではな
かった。前田の急死 (1949年）によって，それは素描のまま残され，未完
成に終わったのである。この前田の唐宋変革論を補強したのは石母田正であっ
た（鶴見尚弘 1986)。石母田は，周藤吉之の宋代佃戸制の研究を手掛かりに，
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地主一佃戸関係を宋代における主要な階級関係とみなし，それが農村社会に
おける家父長制的支配を支えたことを指摘し，さらに仁井田陸も，この地主一
佃戸関係に「主僕の分」が存在することを認め，これらにより宋代封建制論
の骨格ができあがったといえる。
ただ，石母田の中国封建制論は，彼独特の日中分岐論の形において述べら
れたのである。石母田はすでに戦時中の文章（石母田 1943) のなかで， 日
中の歴史コースの分岐について，その関心を記している。 1940年代の石母
田にとって，『中世的世界の形成』で描いた日本史における古代から中世へ
の移行（変革）は，同時に，問題意識として，中国の古代から中世への転換
への関心を呼び起こすものであった。
かくして石母田日中分岐論は，名著「中世的世界の形成』 (1946) に登場
する。同書第三章第二節「武士団の成立」において，石母田は，中国の宗族
と日本の氏族には多くの類似点があったことを指摘し，そのような共通点を
持つ社会であったにもかかわらず，中国においては日本のような領主制や武
士団のような中世的なものが何故成立しなかったのかと問う。
上記の設問について，石母田が注目したのは領主の族的結合であった。族
的団結を鎌倉武士の特質とする見解に対し，石母田は，むしろ鎌倉武士団が
族的結合を揚棄しつつあったことに中世への胎動を認めている。そこから，
中国農村社会の族的結合（同族組織）のあり方と鎌倉武士のそれを比較し，
中国史における古代から中世への転換の検証を試みている（石母田 1946,
pp. 148-159)。
まずは族的結合と領主制の関わりについて：
i) 「支那の同族村落内に於いても階級の分化は進行していたのであって，
その内部には地主と小作人，富農と貧農との対立が明らかに認められるので
あるが，かかる地主または領主層が同族村落内において如何なる地位と機能
を持っていたかが問題の中心点である」。
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ii) 歴史的な族的結合のあり方において，中国と H本には根本的な相違
があり，そのような「結合形態の相違そのものは支那の土豪と我国のそれと
の歴史的発展の方向を規定した重要な基礎となっている」。―支那に於いては
家長及び長老が家族全体の支配者であって，他の成員は…個人としての独立
性が極めて低かったのに対して，我国の族的結合を構成する家々の家長は族
的結合の主体として高度の独立性をもったという相違が，前者の停滞性と後
者の活動性を特質づける甚礎をなすものであった」。
ii) 中国の歴史を通じて宗族関係は絶対的であったので，階級の分化が
生じたとしても，領主層（土豪層）は「村落の小作人との伝統的な同族関係
を離れることはできず，領主対小作人ではなく，族長対族人または同族の関
係がそれを曖昧なものにしてしまうのである 1。宗族内の扶助や義倉による
救済に見られるように，哨領主と作人階級との対立は両者か同＾共同体の成
員であるという関係の前にはその意義を喪ってしまう傾向が明らかにみられ
る」。
iv) 我国 CH本）の―中世武士は多く開発領主の余裔であるといわれ，．．．
開発は村落内の優勢な家族による入会地の分割であり，それによって村落内
で鬱積せる階級分化が明瞭に飛躍的に発現するのであるから，領主が村落民
としての立場から独立し，村落を支配する立場にのぽり得るには入会地の分
割私有によるのがもっとも典型的である。それは共同体諸関係の破壊である
点で封建制成立のための基促的な歴史的条件をなすが，支那における人会地
の状態については審らかにしないが，少なくとも奈良時代平安時代の我国の
如き開発による広汎な入会地分割が進行せず， したがって開発領主及び田堵
名主的階級の成ヽ ・,:による村落社会の再編成か行われなかったことは事実と認
めなければならない」。
v) ―村落の共同所有地たる義荘祭田か窪裕層によって掌握され，その収
益が階級的且的に使用されるという事実は支那的な特質を示すと思う。しか
し開発領主が広汎に成立してくるためには村落自体の内部における階級分化
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を前提として，その結果としてのみ現れるのであるから，問題はやはり村落
秩序の特殊性による階級分化の具体的な形態を研究することにあると思う」。
石屈田は「以上支那との簡単な比較のみによっても，我国の武士的領主の
機能と成立を，同族や村落の共同的集団との結合に結びつける如き見解が如
何に誤ったものであるかが知られると思う」と述べているので， 日本におい
ては同族や村落の共同的集団との結合を破壊して領主制が成立し，中国にお
いてはそれらを破壊しえなかった（それほど共同的集団の結合が強かった）
ので，地方に威を張る土豪層は存在したとしても，領主制の成立に結果しな
かったと解しているのだと考えられる。また，「誤った見解」とは誰のもの
を指しているのか気になるところだが，石母田の念頭にあったのは，おそら
く清水であったと思われる（大山 1978,pp. 45-46)。
次に武士団発生についてである。
i) 中国社会において族的結合といえば宗族が挙げられ，それが武闘と
関わりを持つとすれば，やはり宗族相互の戦いである械闘を挙げなければな
らない。華南の同族村落間における「所謂械闘に於いては『闘魁』と称する
総指揮官と『闘徒』と称する兵士から成り立っていたが，闘徒は子弟，小作
人，外部からの雇兵等の複雑な要素から成り立っていた」。「問題は闘徒の統
率者としての闘魁が軍事的指導者として如何なる独立の権限をもち得たかと
いうことにあり，ここに武士団が成立するか否かの第一の分岐点があると思
ぅ」。
ii) 「武士団成立のための前提は，族長が本来の機能の外に，軍事指導者
としての機能を固有なものとしてもつことである」が，「特定の個人または
家にかかる機能と権利が固定することなく， したがって戦乱の時代にあって
も統率者が村落を自己の権力の下に従属せしめることのなかった支那におい
ては，武士団成立のための前提条件を欠いていたといわねばならぬ」。それ
ゆえ，「指揮者と兵士の間に恒常的な私的関係が成立することができず，族
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長対族人以外の独自の組織が同族内部に発生することはできないと思う」。
ii) 「土豪が族長または村長として一族や村落民とつながっている普通の
形態においては，土豪の私兵といっても，事実上は宗族または村落の共同防
衛のための兵士の面が強いであろうし，また土豪自体が何等軍事的統率者で
ない場合には，土豪と私兵の間に傭兵的関係は発生しても緊密な主従関係が
成立する筈はないと思う」。それゆえ土豪と私兵の関係は「我国の郎党の如
き主従の緊密な関係に達することができなかった」とする。
iv) 「我国の武士団は…在地領主の族的結合の軍事組織として発生したが，
この場合規定的意味合いをもつのはそれが領主階級の独自の軍事組織であっ
たことにある」。「主従関係が歴史的意義をもったのは，それが領主層内にお
ける関係として成立した場合であって，そこでは領主がその所領を家子郎党
に宛給することによって土地を媒介とした封建的関係が成立してくるからに
外ならない」。
v) ―したかって支那において土豪が私兵を養うことがあっても，土豪が
領主として存在する具体的な形態か，族長として村落の同族組織と不可分の
関係にあるとか，または村落共同体の一員であるが如き場合においては，そ
れは封建的な武士団へ転化することはできないといわねばならない＿。とい
うのもこのような場合「領主の所有地は，共同体的な秩序によって保証され
ており，領主と作人との対立は，同族的関係や村落民的関係のために明瞭さ
を欠くから，領主は共同体的秩序とは別個に政治形態を完成しようとする中
世的なものへの要求は持ち得ないのは当然である」。
以上から， 日中両国の歴史における領主制や武士団の成立・未成立につい
て，次のような結論が得られる。
i) 「支那における武士団の欠如は，領主制の独立的発展を阻害していた
共同体的秩序の制約であることがほぽ推察されるのである」。
ii) 日本においては「奈良時代に成長していた古代家族は，人会地を分
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割私有し，共同体的秩序を破って急速に成長するとともに，平安時代におい
ては領主制への転化を明白にし，古い同族組織から分離して独自の族的結合
をなすにいたった。すなわち支那において武士団の成立を阻害していた諸条
件を脱却することによってはじめて中世への道を切り開いてきたのである。
この過程は東洋的世界の一環であった日本が，自己の努力によって分離を完
成する過程であり，近代日本の礎石がここに据えられたといっても過言では
なしヽ」。
中国史においてなぜ武士団や領主制が成立しなかったのかという問題提起
への，石母田の答えは，中国社会の共同体的秩序の強さゆえに，私的主従関
係が十分に伸長しなかった， というものであった。長々と引用したのは，筆
者が石母田の諸説を簡潔にまとめるほど日本古代・中世史を理解していない
ためであるが，石母田の中国史（古代・中世）に対する理解がどの程度のも
のであるか知って欲しいがためでもある。
現在の時点から見れば，上記の見解において示された石母田の中国の共同
体および共同体的諸関係に対する見方は，基本的に誤っていると筆者は考え
ている。意外であろうが，この時期（唐宋期）も，あるいはそれ以降も，中
国農村に村落共同体は存在しない。やや時期を広くとって秦漢隋唐期まで含
めても事態は変らない。専制国家の下において，村落は共同体として存在す
ることが困難である， というのが筆者の基本的な考えである。また，村落が
共同体ではないということがどういうことかを知ろうとすれば，戦時下で満
鉄が行った『華北農村慣行調査』を読めば，十分に理解しえるはずである。
上記に示された，中国社会における共同体的諸関係の強さゆえに階級分化
が阻止され，奴隷制や封建制（農奴制）への移行が遅れた，といった観点に
本来無理があったと思う。ただ，石母田の名誉のために言えば，彼の中国の
共同体に対する見方は，石母田固有のものというより，当時の中国通あるい
は中国研究者に共通するものであった。『詩経』や『論語』などに見られる
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儒教倫理を範とする農村生活および農村秩序，社倉や義倉など共同備蓄施設
が存在し，同姓村に代表される宗族組織や，族田・大公田・学田など今風に
いえば「集団所有」が存在する中国農村において，村落が共同体ではないな
どということは，当時，誰もが想像しえなかったに違いない。
おそらく石母田は，周藤吉之のほか，中国経済史・法制史に関する加藤繁・
仁井田陸などの著書を読み， さらには歴史学研究会の活動を通して前田や西
嶋定生など中国史研究者と議論を重ねたであろう。それゆえ，彼の中国社会
に対する見方が当時としては先端的ではあれ，時代遅れの非常識なものであ
るはずはなかった。ただ華北農村慣行調査などのデータにより，村落が共同
体であるかないかを巡り，平野義太郎と論争した戒能通孝のような中国「村
落＝共同体」否定論は，当時はまだごく少数派であった叫
石母田日中分岐論は「中世史研究法の起点」 (1948) において，再び展開
される。 1948年には日本においても，国共内戦が中国共産党に有利に運ん
でいることが明確になり，そこから日中の歴史分岐に対する見方も変化がも
たらされることになる。遅れた中国という設定自体が不可能となる。石母田
は『中世的世界の形成』で示した考察（日中分岐論）に対する反省を述べる。
右の考察が，その問題を解決する方向において誤っているとは現在でも
考えていない。しかし解決の仕方が，この時代に対応する中国の歴史的資
料によって裏づけられていないことは勿論，その解決の仕方も十分に考え
抜かれたものでなかったといわなければならない。そのもっとも大きな欠
陥は，領主と農民との間に存在する伝統的な共同体的諸関係を強調した点
は正しかったにもかかわらず，領主対農民の直接的階級的関係の歴史的性
質が明らかにされていないことである（石母田 1989,pp. 271-272)。
と述べている。この時点においても，石栂田は伝統中国における共同体的諸
関係の強さを疑ってはいない。かつ，問題はそこにはなく，依然として中国
アジア的封建制： 1964年北京科学シンポジウムと封建制理論 115 
史における領主対農民の階級関係の特質にあるとこだわりを見せる。
村落的或いは同族的諸関係は，さまざまの階級関係や生産関係と共存し
得るものであり，階級社会においては，共同体的諸関係のもつ具体的意義
は，その基礎をなす階級関係の歴史的特質によりさまざまに規定されるの
であるが，それが十分究明されていなかった点が欠陥をなしていたのであ
る。勿論そこでは小作関係の存在する事実から封建的領主制の成立を前提
していたのであるが， もしそうだとするならば，何故中国の領主制は日本
のように農村における古代的および共同体的社会を変革して中世的封建的
な政治構造を創出し得なかったのだろうか， という疑問が残るはずである
が，それについては何等考察するところがなかったのである（前掲書， p.
272)。
『中世的世界の形成』において提示された，何故中国史において純粋の中
世が成立せず， 日本において典型的中世が成立したのか， といった設問は，
ここではひとまず撤回されている。純粋であるとかないとか，典型と非典型
といった問題設定では，来るべき革命中国と向き合うことができないと考え
たのであろう。
ここから，なぜ日本のような領主制が成立しなかったのかを問うことを断
念し，石母田は加藤繁や周藤吉之に依りつつ，佃戸制の検討に移る。佃戸＝
農奴の検出の試み，すなわち地主・小作関係の検討から唐末から宋元期にか
けての佃戸が，公民でありかつ独立経営を営むことを認めながらも，地主に
対する重い負担と厳しい隷属関係にあることを指摘する。石母田は，きわめ
で慎重に，農民の地主への隷属関係が種々であり，奴婢的奴隷，佃戸的奴隷，
佃戸など多様な形態をもつこと，それらが奴隷制から農奴制への移行を意味
することを示唆しつつ，一応の結論として，社会構成上からみて， コロナー
ト制に酷似すると述ぺる (p.282)。
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この時期の佃戸制がコロナート制に類似しているということは，奴隷制的
な構造から脱却はしているが，中世的生産関係には到達していない過渡的構
造であるとして，それ以前の奴隷制に対する優越と進歩性を強調している。
すなわち，中国において「十世紀を画期として古代的なものから中世社会へ
の発展を示す」にいたったと評価している。これは， 日本と同じ発展段階に
あること，「中国と日本の二つの農業社会が，その基礎をなす農村土豪の生
産関係において本質的な差異は認められないこと，いずれもコロナート制的
関係を基礎としている事実をほぽ確認していいようにおもう」 (p.289) と
石母田は述べる。
つまり，問題は， 日本と中国の封建制が，純粋かそうでないか，典型か非
典型かといった対称的構造を問う形から，奴隷から農奴への農民の成長に伴
う，社会構成における「奴隷制から封建制（農奴制）への移行」へと移るこ
とになる。農奴制が成立しているならば封建制が成立することになるし，古
代から中世への転換は成就したことになる。それは，石母田等歴研グループ
が構想した「世界史の基本法則」の，中国史における成就でもあると同時に，
前田直典が構想し石母田や西嶋定生らが支持した，東アジア世界（中国・日
本•朝鮮）における古代→中世→近代への並行的な発展の具現でもあった。
石母田は，古代・中世移行期における日本および中国の大土地所有制や荘
園制を比較しつつ，中国の荘園には領主直営地が存在せず，荘園は小作地の
集合にすぎないこと，奴隷など隷属形態においては債務関係が主要なもので
あることなどから，領主制への傾斜をもたず，むしろ古代的，奴隷制的な性
格を持ち， H本の初期荘園制に近いことを指摘する。
「…中国の領主は独立的農民を支配するために封建的な組織を建設し創造
するというよりはむしろ農民の再生産過程を債務関係によって多く支配して
いたのであって，それだけ寄生的，頚廃的で，また停滞的であったといわね
ばならぬ」 (p.293) と述べ， このような頗廃へと傾斜せしめたものとして，
奴隷制の広汎な存在と，それと相互規定的に存在する専制的国家の存在を挙
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げる。さらに領主は自衛武装していない以上，佃戸の拘束においては，専制
国家の関与が強いことを認めている。正直，ここまでくると，石母田が中国
封建制の成立について，以前とは異なった展望を獲得しえたとは到底思えな
し‘
以゜上から， 1948年時点での結論は，以下のようなものとなる。
「中国と日本はその根本の体制は十世紀前後において本質的相違がなかっ
たのであるが，中国において唐末五代の乱離の時期から，封建制のための十
分な生産力的基礎と，封建的諸関係の成立があったにもかかわらず，典型的
な封建国家を成立せしめることができず，かえって君主独裁的な官僚国家が
確立され， 日本では封建制が上部構造の面まで貫徹された。」 (p.297)。結
局，典型非典型といった捉え方を自己批判して再出発したものの，議論は典
型的な封建国家を成立させた日本と，それが成立しえず専制国家（中国）を
成立させた中国の対照となり，歴史コースの典型非典型が再生産されるに至
る。問題は，振り出しに戻ったといわざるをえない。
だが，ほどなく石母田は「封建制成立の特質について」 (1948)において，
旧稿における日中分岐論の誤りに言及し，そこで用いた「共同体的遺制」，
「中世社会の停滞性」，「支配階級の頗廃化」などの指摘は，伝統史学および
マルクス主義歴史学における「アジア的停滞性」に関する理論に拠るもので
あったと自己批判している。
自分（石栂田）の中国に対する偏見は，「「アジア的生産様式」の論争過程
においても見られたようにマルクス主義歴史家にとっても支配的であった
「アジア的停滞性」の理論が根本をなしていた」（前掲書， p.318) と自己批
判しているが，あたかもアジア的生産様式論こそがアジア的停滞性という誤
謬を広めた元凶であり，戦前のアジア的生産様式論争自体が誤っていたかの
ような印象を与える記述となっている。
この石母田のアジア的生産様式論批判は， 1949年共産中国の成立後の二
年後に書かれた「危機における歴史学の課題一一郭沫若氏のアピールによせ
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て」（石母田 1952) において頂点に達する。筆者は石母田のアジア的生産様
式論批判については，幾度か言及し，長文の引用も行ってきているので，こ
こでまたそれを繰返すことはしないが，簡述すれば，戦前日本のアジア的生
産様式論争は「アジア的停滞性」という呪文にしばりつけられたものであり，
「「アジアの停滞性」をうちゃぶる使命をもった理論がいつかアジア的停滞性
を基礎づける理論―帝国主義のアジア支配の理論—にひきずられた」
（石母田 1952,p. 27) とするものであった。
この石母田の批判は，平野義太郎の転向後の著作『大アジア主義の歴史的
基礎』（河出書房 1945)などを念頭におけば，ある程度当っているといえよ
う。だが，問題は石母田がアジア的生産様式論争を「スコラ的な論議」とみ
なし，アジア的生産様式論とその論客たちを痛罵していることである。
石母田の戦前アジア的生産様式論争への侮蔑について筆者は，偏見に満ち
た，行き過ぎたものであったと考えている。石母田が，文中，誤りに満ちた
戦前のアジア的生産様式論とは対照的に，戦前マルクス主義の成果と讃えた
『日本資本主義発達史講座』の編者および主要執筆者であった野呂栄太郎，
平野義太郎ら講座派主流の面々がいずれも当時アジア的生産様式論に親和的
であったという事実にこそ留意すべきである。また，『講座』の理論的枠組
となった野呂『H本資本主義発達史』（鉄塔書院 1930) における， もっとも
野呂的な部分である第四論文「日本における土地所有関係の特質」―~(国家＝
最高地主説）一の理解には，アジア的生産様式論の理解が不可欠であるこ
とを強調しておきたい。講座派は，遅れた農業を抱える日本資本主義の特質
を半封建制として捉えた。だが， この封建遺制のもっとも基本的な部分，つ
まり土地所有制は「アジア的生産様式によって特徴づけられた封建制」の遺
制であった。戦後の講座派の後継者たちは，この「アジア的生産様式によっ
て特徴づけられた封建制」から，アジア的生産様式を削除してしまう。アジ
ア的生産様式抜きの，干からびた「封建遺制」が戦後もなおしばらく漂うこ
とになる。
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4 領主制理論批判
一時は，領主制理論に席巻された感のあった中世史学であったが，その領
主制理論を乗り越えようとする動きは，石栂田によって新しい社会関係を創
出しえないとされた荘園制下の自営的な農民の小経営生産の展開についての
再評価から生まれてくる。 1950年代後半，それはまず安良城説への批判と
いうに形で始まった。安良城盛昭説，すなわち太閤検地＝封建革命説の登場
は， H本の歴史研究，とくに近世史研究にとってまったくの不幸であった。
封建制の規定にとって，小経営的生産の主体が単婚家族であるかどうかな
どはまったく無関係であるが叫黒田俊雄はそこをつくとともに，家内奴隷
など奴隷労働力は，個々の経営にとってあくまで補助的手段にすぎず，主た
る労働力は家父長的家族であること，封建的生産様式における基本的生産関
係は，家父長的家族による小経営と大土地所有の対立にあること，総じて家
父長的奴隷制は社会の基本構成体になりえないことを述べ，批判の第一歩を
踏み出す（村田 1971)。
京都系のマルクス史家の先駆者である清水三男の古代・中世移行論におい
て，奴隷制は重要なファクターとされていなかった。奴隷はたとえ農業労働
に用いられたとしても，補助的な役割しか果さず，規定的なエレメントでは
なかった。当初領主制理論を受容していた黒田，戸田芳実など京都系のマル
クス史家たちは，次第に奴隷制から農奴制への移行，奴隷の農奴への進化
（成長転化）といった考え方自体を放棄するようになる。同じマルクス史学
の立場に立つとはいえ，渡部義通以来の奴隷制論を継承した石母田・藤間・
松本とは，思想的系譜を異にすることが，次第に明確な理論的な立場の相違
へと連なっていく。
それでも， 1950年代の黒田は領主制理論の枠組をまもっていた。だが，
1963年，黒田は権門体制論を唱え，学界において石屈田に対抗する立場を
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築いていく。その後は，奴隷の農奴化ではない（さらには農奴制の形成でも
ない）班田農民の自立化を甚軸に封建制論を構築することを目指した。『荘
園制社会』 (1967)において黒田は，検出されるべき主要な封建的ウクラー
ドは田堵や名主の自立的経営であるべきであり，それと対立する領主の大土
地所有の一形態として領主制があるにすぎず，新しい生産力の中心的な担い
手である田堵名主層にもっとも適合する領主的大土地所有は荘園領主のそれ
であると明言する。黒田は田堵名主層のなかでも，自立的経営の主体として，
領主制に向かう大名田堵層ではなく，小名田堵層を重視し，そこから，封建
社会への展望において，領主制の道ではなく，非領主制の道こそ主要なもの
と主張するにいたる。
それに対し，同じく，京都系の研究者であった戸田・河音能平・大山喬平・
工藤敬ーは，第三の道を歩んだ。黒田『荘園制社会』と同時に，戸田の主著
『日本領主制成立の研究』が出版され，両者の相異は鮮明となった。理論的
スタンスにおいて，小経営的生産の発展の重視という点においては黒田と共
通しながらも，彼らは，在地領主の勧農機能を重視する立場一一新領主制
論~ とはいえ，彼らは，武士もまた貴族と同じく支配者の
一翼とみなしており，石母田の古代中世移行論に見られるような頬廃した古
代に代り，活力に満ちた中世を切り開く新興の階級などといった過分な役割
を武士に与えているわけではない。
戸田等は，古代または律令制（アジア的生産様式）のもとでの農民層の階
層分解から，農奴主・農奴関係の形成，すなわち農奴制成立を構想する。当
時の農業技術や生産力水準の低さゆえに，荒田など不安定耕地に対処するこ
とは難しかった。そのような古代末期の農業条件において，農奴主経営は，
小農民の小経営生産に対し優位に立ち，その支配力を及ぽすことに依り農奴
主経営の拡大がはかられる。戸田は， この農奴主経営の拡大を，在地領主の
所領形成に童ね合わせている。農奴主経営の中心となるのは農奴主の「宅」
であり，「宅」は当然，下人所従を支配しており，小経営的生産の発展によ
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り「宅Jの内に居住していた下人所従が「宅」の外で在家として小さな経営
を始めれば，「宅」は拡大し，面において他の小経営と接触をもち，それを
も巻き込みつつ地域的な成長をとげていく。その「宅」を中心とした所領形
成は「宅」の論理と呼ばれる。
河音「農奴制についてのおぽえ書き」は「いわゆる「世界史の基本法則J
批判のこころみ」とのサブタイトルが付されており，そこに彼の強い意気込
みがうかがわれる。河音は，マルクス『資本制生産に先行する諸形態』およ
び『ザスーリチヘの手紙』に依拠しつつ，「小経営生産様式」概念を理論的
に明確化した。つまり， 日本の古代社会（アジア的生産様式もしくは総体的
奴隷制）から，共同体農民が自らの家族労働を支えに，その後の階級社会を
生き抜く路程―自己経営する小農民として成長するプロセスでもある一
が，必ずしも奴隷制を経ることなく，農奴制へ向かうコースもあることを，
理論的に証明しようとするものであった。「奴隷から農奴への転化」以外の
歴史コースを理論的に探る試みであった。その試みは領主制理論に対抗し，
彼らの理論的立場を固めることになり，その後の彼らの研究活動を支えるこ
とになる。
さらに，河音は，「宅」の論理による農奴主の所領形成に対する，別のプ
ロセス—小経営農民とくに上層農民が，政治的に協調し自らを組織するこ
とによって，荘園領主と結びつき，そのもとで名主化する道一を提起する
（網野 1998,p. 113)。
大山は，同じく小経営生産様式論を足場に，在地におけるより小さな単位
において発展（変化）の芽を探し当てようとしていた。それが在地領主より
小規模な村落領主（地主層）であった。村落領主，名主層，散田作人層の三
者から中世村落が成り立っていたが，散田作人層は，零細経営を抱えながら
も，領主や名主との間に私的従属関係を持たない人々―自由な零細農―
であった。名主層は散田作人を灌漑水利や山野用益から締め出すことによっ
て，零細農たちが経営の再生産のためには， 自ら名主層に従わざるをえない
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条件を作り出している。そのような支配の在り方を大山は構成的支配と呼ぶ。
戸田は，農奴主の「宅」に属する下人所従の小経営の地域的な拡延を在地領
主の所領形成に結びつけようとしていた（「宅」の論理）が，大山の構成的
支配は，それでは包摂できない自由な零細農（散田作人層）に対する支配を，
理論的に導き出そうとするものであった。
戸田・河音・大山などの間には， この困難な農業条件のもとにおける小経
営生産の難しさ，それに対する田堵層の成長，領主的経営による支配の拡大
と在地領主の勧農権の行使などの認識を共有しながらも，田堵層の農奴主経
営の拡大から領主制が如何に成立するか，その間，公権の役割をどの程度評
価するかに関して，それぞれ見解の相違がある。筆者の理解によれば，公権
の役割について戸田がもっとも抑制的であり，河音，大山，工藤と年齢が下
がるにつれ，領主制形成における国家公権の媒介作用を積極的に捉えるよう
になる，との印象を受ける（大山， p.174;工藤， p.201)。
5 北京シンポジウム論文 (P・S論文）
前述のごとく京都歴研連グループが 1964年北京科学シンポジウムに提出
した論文は「日本における土地国有制と奴隷制の本質」（門脇禎ニ・戸田芳
実執筆）と「H本封建時代の土地制度と階級構成」（河音能平・裔尾一彦・
村田修三執筆）の二つだが，一般に日本中世史学において P•S 論文とされ
るのは後者である。
P•S 論文12) でもっとも重要なのは河音執筆分（一「北京シンポジウム参
加活動のなかで明確になった根本問題」，二「前期封建時代における封建的
土地所有の諸形態」，三「前期封建的支配体制の階級構成」）である。という
のも，直接，古代から中世への移行を，土地所有形態を軸に扱っているから
である。古代的なシステムから中世的なシステムヘの移行（転換）において，
封建的な支配隷属関係が如何に出現し，それが主要なものとして社会をトー
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タルに転換させたのかという視点において土地所有形態の検討は欠かせない。
著者（河音）は，封建的土地所有として三つの形態をあげる。その第一形
態とは，領主的土地所有であり，それは律令的土地国有制のもとにおいて，
すでに勤労人民がその私的所有権を法的に確立していた屋敷地＝宅地および
その付属としての畠地（「園宅地」＝小経営生産活動の基地）に対する排他
的所有権が階級的土地所有に展開することによって形成された， と規定して
しヽる。
次に，封建的土地所有の第二形態は，地主的土地所有であり，それは開発
耕地（「墾田」）ー―—畠地ではなく水田＿に対して国家権力によって法的に
認定された開発主体の一定の所有権が階級的土地所有に展開することによっ
て形成されたものである。
最後に，封建的土地所有の第三の形態は，都市的貴族的上地所有であり，
法的形式としては，律令国家体制における国家的土地所有を都市貴族（荘園
領主・国司＝旧律令貴族階級の後裔としての上級支配身分）が私的に分割・
継承することによって実現された耕地（「荘田J・「公田」）に対する上級所有
権である。
この三形態の土地所有関係の対抗と絡み合いは，古代から中世への転換お
よび中世の進展を彩り，最終的には，近世に向け領主的士地所有に一元化さ
れていく。領主的所有および地主的所有は，それぞれ，種々の農民的上地所
有を従属せしめることによって，各級の領主として，各々勢力の拡張と所領
の形成を図るのに対し，都市貴族は，ー一方で在地領主の不安定な土地所有に
一定の法的形式を与え，在地領主から余剰を吸い上げ，また一方で名主田堵
層などの上層農民を抱き込み在地領主の勢力拡大を抑制しようとする。それ
らに対し，農民的土地所有の担い手たちは，いずれの従属にも抵抗し，村落
共同体を形成しつつ，かれらの土地に対する権利をよりたしかなものに仕上
げて tヽく。
封建的土地所有において， もっとも問題となるのは，単なる土地私有の成
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立ではなく，大土地所有の生成が果たして所領形成や地域支配につながるか
どうか，ということであろう。
上記の，封建的土地所有の三形態のなかでは，まず第三形態（都市的貴族
的土地所有）が果して封建的なものであるか疑問となる。河音は，第三形態
は，第一形態（領主的土地所有）や第二形態（地主的土地所有）とは異なり，
実際の上地の耕営にもとづいておらず，封建的な土地所有としては派生的か
つ二次的な形態であると述べている。派生的でありながら，第一形態• 第二
形態と並んで挙げられているのは，これとの結合なしでは第一形態も第二形
態も，公的に認められた安定した所有になりえなかったからである。
次に第二形態（地主的土地所有）に関して，第一形態（領主的土地所有）
とどのように違うのかが問題となる。 P•S 論文の共著者の一人である村田
修三は，別の論文のなかで，「領主的上地所有と勤労的・地主的土地所有で
は，それらの実現する在地領主の支配と地主の支配との間に，支配隷属関係
における質的なちがい」があると述ぺ，「前者では家父長的保護被保護関係，
後者では土地貸借関係」が基軸にあると説明している（村田 1966)。
第二形態における土地貸借関係，つまり地主・小作関係が封建的なもので
あるかどうか，筆者は疑問に思う。地主的土地所有と封建的上地所有の関わ
りについては，戦前の労農派・講座派論争以来，幾度となく議論されてきた
が，一般的にいえば，地主・小作関係は特定の生産様式や経済的社会構成を
規定するものではない。古代・中世・近代の，いずれの生産様式のもとにお
いても存在するからである。だが，仁井田陸・石母田正などが戦後間もなく，
佃戸（小作）は農奴であり，唐宋期における地主制の展開は，農奴制の展開
でもあるとした中国封建制論は 1960年代中葉においても，依然として支持
を集めており，地主的所有＝封建的上地所有との理解に揺るぎはなかった。
それどころか，マルクス史家にとって，アジア史において封建制が概念と
して成立するかどうは， この地主的所有＝封建的所有にかかっていたといえ
る。もし，地主的土地所有が封建的土地所有の中核にならないとしたら，ア
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ジアの歴史に封建制は概念として成立しえないということになる。すなわち
H本以外のアジアの歴史に，封建制にもとづく社会は存在しないということ
になる。
今日的な視点から考えれば，アジアの歴史に封建社会が存在しなくとも，
それが大問題に発展することはない。だが，戦後， 日本のマルクス史家たち
に課せられた最大の課題こそ，アジア的停滞論の克服であった。アジアの歴
史もまた，原始社会→奴隷制→封建制→資本主義と発展してきたことを証明
することが進歩的な歴史家の使命であった。この（スターリンの）歴史発展
の五段階論に「世界史の基本法則」との美称をつけたのはほかならぬ日本の
マルクス史家たちであった以上，その法則はH本だけではなく他のアジア諸
国の歴史にも通用するものでなければならなかった。
この点においては，石屈田正も，黒田俊雄も，そして戸田芳実のグループ
においても，同じ考えであった。ただ，石母田（領主制理論）が，唐末以来
の中国封建制は，中国社会における共同体的諸関係の残存のために，中世日
本のような領主制が十分展開できず，結局は典型的な封建国家を樹立しえず，
君主独裁的な官僚制国家が維持されたと捉えているのに比し，戸田・河音等
は，小経営的生産の発展を基軸としつつ，この封建的土地所有の第二形態＝
地主的士地所有の展開において，その従属のもとにある直接生産者を農奴と
捉え，領主制が未発達だから H本より遅れているといった評価に陥らずに，
アジア的封建制を理論的に甚礎づけることが可能であると考えていた。
これについて，村田は「これは旧来の領主制理論が， ヨーロッパ的な発展
段階論にもとづいて世界史の基本法則を構築したため，非ヨーロッパ的な発
展を示すアジア・アフリカ諸民族の歴史を段階的なおくれ＝停滞という一面
的な評価しかできなかったこと，それ故，現に民族解放闘争によって新しい
発展をかちとりつつあるこれらの諸民族のたたかいと連帯して， 日本人民自
身の真の解放の展望を科学的にきりひらくという独自の課題をはたしえなく
なったことに対する歴史研究者の自己批判であった」（村田 1971) と述べる。
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さらに戸田芳実も，同じく， P•S 論文は「ヨーロッパ封建制を典型とし
て日本封建制を考えるという H本歴史学の伝統的方法」に対する批判である
と考えていた。また．グループの一人，工藤敬ーも P•S 論文は' B本中世
社会のアジア的側面を強く押し出したものと回想している（工藤敬ー 2002,
pp. 200-201) 。 P•S 論文に関して戸田も河音もアジア的封建制を理論的に
積極的に位置づけたものと自負しており，彼等が，勇んで，北京シンポジウ
ムに論文を提出したのも，以上のような自負があったからだと思われる。戦
前のアジア的停滞論に，戦前日本のアジア幻想が反映していたように，戦後
のこの種のアジア的封建制論（中国封建制論）にも，革命中国（および民族
解放闘争へ向けて闘うアジア）への幻想が色濃く投影されている。
残るは，封建的土地所有の第一形態，領主的土地所有であるが，これにも
やはり疑問がある。領主的土地所有と名づけられている以上，封建的土地所
有であることに問題はないように思われる加筆者の疑問は， この領主的所
有なるものが， 日本を含めたアジア的社会において，本当に領域支配，所領
の形成に結びつくものか，という点にある。この領主的土地所有の説明には，
「家父長的農奴主階級は彼の家父長的隷属の中に包摂された個々の農奴的小
農民の各私宅私有権を現実の家父長的保護被保護関係を媒介として収奪し，
それを自己自身の私宅所有権のもとに包摂し，かくして「拡大された私宅所
有」としての領主的土地所有を実現した」とある。
宅地とそれを囲む園地が土地私有へ璽要な契機を含むことは，すでにマル
クス『ザスーリチヘの手紙』が述べているところである。だが，古ゲルマン
社会における宅地的所有とアジア的社会の宅地的所有の間には，やはり一定
の差異があり，それはマルクス『資本制生産に先行する諸形態』における古
ゲルマン的社会（ゲルマン的所有）とアジア的社会（アジア的所有）の種差
を反映したものではないかと考えられる。『ザスーリチヘの手紙』を頼りに，
名主田堵層の宅地園地を中核とした所領形成を構想するのは完全な間違いだ
とはいえないが，土地私有についてはともかく．アジア的社会における所領
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形成の梃チにはなりえないと考えられる叫
たとえば，名主田堵の屋敷内に住む下人所従が，屋敷周辺に宅を構えたと
しても，彼らの土地も宅も， もともと彼らの主人の従属のもとにあったとし
たら，それ自体は主人の所有の拡大ではない。つまり，一般の共同体農民
（公民）を巻き込むものではない。主人の側はそれを画策しているのであろ
うが，下人所従が隷属身分であるかぎり影孵力の行使とはならない。アジア
的社会において，「宅」や「園地」の拡延から，共同体や国家からの自立的
な所有を導きだすことには無理があり，所領形成にはもう一歩進んだ契機が
必要である。
その点に関して P•S 論文の著者（河音）は，「彼らは自己直属の農奴に
対する家父長的支配秩序を，軍事的支配身分として獲得した世襲的地方権力
執行者としての地位（郡司職・郷司職・地頭職・下司職）を通して，直属農
奴以外の全人民に拡大し，管轄領域内の全人民を直接権力的に自己の農奴的
農民として包摂しようとするに至った」と説明している。つまり，「軍事的
支配身分を獲得した農奴主階級＝武士は，たんなる封建地主ではなく，封建
領主として自らの階級的利害を権力的に貫徹させ」，地域支配と所領の形成
を実現させた，ということになる。逆にいえば， このような公権の介在なし
には所領の形成も，領域支配もなしえないのではないかと考えられる。
とすれば，地域支配や所領形成において， もっとも重要なものは，公権行
使を可能とする地位・職位の獲得と，それにもとづく具体的な公権の行使と
いうことになるのではないか（個々の公権の行使者は，私的な主従関係に支
えられているとしても）。すなわち，公権のヒエラルヒーに応じた所有や保
有の強度，言い換えれば所有のヒエラルヒーが存在する。職の体系は，その
両者を媒介するものにほかならない。これらを梃子にした所領の形成，地域
支配を，政経のシステムとして封建制と呼べないこともないが，やはり括弧
つきの「日本的封建制」と呼ぶ以外にないであろう。
だが，問題はなおも残る。アジア的社会において土地所有が成立し， さら
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に，地方豪族や土地貴族が公権を足場に地方に勢力を築くということは，他
のアジア社会においても，起こりえたであろう。たが，それが国制の一環と
して所領形成や地域支配などといった局面にいたったのは，おそらく中世H
本においてのみであろう。それをとのようにして，理論的に説明しうるので
あろうか。議論はまた振り出しに戻ってしまう。たとえば，中国の郷紳層を
みればわかることであるが，地方における公的権威の存在や公権の行使，且
つ土豪がそれを振り回すことは，なんら所領形成にはつながらない。
三つの封建的土地所有形態をそれぞれどのように位閻づけるか， どれを主
要とし，七要なものと他のものが，どのように結びつき絡み合うのか，など，
その後の議論において， P•S 論文支持派の間でも様々なニュアンスの差が
あったように思われる。
P•S 論文において，河行は第一形態と第二形態が固有のものであり，第
三形態は派生的なものであると述べた。それに関して，入間田宣夫は， 1971
年の荘園制に関する座談会において（後述），領主的上地所有について，そ
れが所hとして安定するのは荘園寄進により下司職になることによってよう
やく実現することを述べている。そうすれば所有としてより根源的なもの
は，都市貴族的土地所有ではないのであろうか。さらに入間田は，都市貴族
的上地所有は，国家的土地所有の継承ではないと述べている。中世的上地所
有であることを念頭にすれば，国家的士地所有というより都市貴族的上地所
有と称するのがふさわしいであろう。だが所有を最終的に保証しうるのは
一般の貴族では無理であり，本家・本所になりうるのは，最高位の権門であ
る，上皇・後院を含む天阜家，摂関家，大寺社に限られること，また鎌倉将
軍家（後の北条得宗家を含む）かそれに匹敵することを考えれば，そしてそ
れらは，天皇の国事行為と直接結びついたもの（職）であることを考えれば，
最高権門の土地所有か体現しているものを国家的土地所有と呼んでも差し支
えないであろう。
上記河音の「自己直属の農奴に対する家父長的支配秩序を，軍事的支配身
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分として獲得した世襲的地方権力執行者としての地位（郡司職・郷司職・地
頭職・下司職）を通して，直属農奴以外の全人民に拡大し，管轄領域内の全
人民を直接権力的に自己の農奴的農民として包摂する」といった記述は，今
おもえば，あまりにも大仰な表現である。主人に直接従属する下人所従に対
してばかりでなく，地域の普通の農民をも，その窮状につけ込み，私出挙な
どを駆使し下人所従化する，つまり一般の百姓を農奴化しようとする農村の
領主というのは，まるで民国期の土豪劣紳や土皇帝の悪辣な農村支配を想起
させる。それでは，おそらく地域内において多くの憎しみや恨みを買い，不
倶戴天の敵をつくるばかりでなく，仮にそれらを制圧し従属化したとしても，
農民の忠誠を買うことはできないであろうと思わざるを得ない。地域の纂奪
者として振る舞う軍閥や上豪劣紳の所為は，結局は，民国期の農民たちをか
えって革命へと追いやったことを考えれば，上記のような苛酷な搾取による
所領形成などは，実はあまり説得的ではない。
おそらくは，このような支配についての表現こそが，当時の階級闘争史観
あるいは人民闘争史観を反映したものであり，当時は一般的な表現だったの
であろう。だが，名主田堵あるいは領主たちが土豪劣紳のごとく悪辣に振る
舞わなくとも，ふつうに，農村において，勧農権を行使し，農業を主導し，
国術や荘園領主に対し，年貢・公事・賦役などの責務を果たしていれば，地
方における権威・権力の樹立やその蓄積は可能であっただろうと思う。まず
何よりも，当時の農業が不安定であり，災害も多く，不作凶作はつねのこと
であった。すなわち， 10年間あれば，一度や二度危機がやってくる。それ
ゆえ，年貞の未進の立替，春耕の際の種子・農料（費用）の貸与・供与など
によって，貧農に恩を売り，それらを従属せしめることは容易であった。ま
た，凶作時に養えなくなった子供や親を失った子供を引き取ることもしばし
ば行なわれたであろう。特に私利に走らなくとも，あるいはふつうに善行に
励んだとしても，ほぽ同じ結果が得られたであろう。それゆえ， もし，名主
田堵あるいは村落領主が，蓄積した富をもとに，近隣の農民を動員し，溜池
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や水路を作り，周辺の田地に灌漑を施し，収穫が安定化すれば，それだけで
も近隣周辺農民の忠誠を長く獲得しえたであろう。これまでも幾度か述べて
きたが，このような事業は共同体のための賦役労働によって担われる。共同
体のための賦役労働を動員し指揮すること（これは勧農権の行使に含まれる），
そのためには，少なくとも公権の一角に加わり，公権の担い手として振舞わ
なければならないということになる。
6 網野善彦と荘園公領制
P•S 論文がその後の中世史研究における封建的土地所有に関する議論に
大きな影愕を与えたことは事実であったc 1971年に開催された中世史研究
者の座談会（翌年「シンポジウム日本歴史 6 荘園制』として刊行さる）に
おいて，人間田宣夫は「北京シンポジウム参加論文「日本封建地代の土地制
度と階級構成」が出て以来，中世の土地所有を論ずる場合，この三種の所有
をとりあげるということは，学界の共通認識になっている」とまず述べて，
中世の土地所有制度に関する議論を切り出しているところからも，そのこと
は伺える。
この座談会は，大山（編者），戸田，網野，工藤，人間田宣夫が参加して
おり，その議論からは当時の中世土地所有論の問題点か浮き彫りになってお
り，その後の研究動向を予想させるものとなっている。
当然ではあるが，古代から中世へかけての荘園制が国術領と不即不離の関
係であり，その同質性が議論され，その両者を含む包括的な概念とその呼称
にまで，話が及んでいる。そのなかで，網野はシステム全体を荘園公領制と
呼ぶことを提案している。河音，大山などが在地領主（農奴主であり私領主
である）の勧農などに現れる公権の役割に注目していたと同じく，網野も土
地私有と考えられていた荘園制の公的な側面に注目していた。
すでに 1960年代末，入間田宣夫は，鎌倉・室町期において，公家・武家
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両政権に結集するすべての支配階級は，「大田文」に記載された公田を共通
の基盤とすることによって，統一的に人民を支配しえたことを指摘し，新た
な局面への一歩を踏み出していた（大山編 1972)。
1973年，網野善彦は「荘園公領制の形成と構造」を発表する。論文とは
いえ百頁余の長文であり，種々の内容を含んでいる。その冒頭で網野は
「“荘園制”という規定は，本来，私的大土地所有の体系としての土地制度を
表現しているが，それだけではかたづかぬ一種の国家的性格を，この時期の
土地制度はもっているので，未熟な用語をあえて使うのは，その点を考慮に
入れたからにほかならぬ。」 (p.173)と執筆にあたる決意を述べている。
未熟な用語とは， もちろん荘園制に代わる荘園公領制のことである。さら
に網野は，「といっても，荘園を私的士地所有とし，国衝領を国家的土地所
有と規定し，そのいずれかに土地制度の基準を求めようとするわけでもない。
少なくとも十二世紀以降の荘園と公領は， もはや異質な対立するものではな
く，本質的には同質といっても過言ではない。従って，いま私的といい国
家的といった性格は，荘園・公領の双方に，それぞれ貫徹しているとみなく
てはならない」と続けている。
まず，第一節「荘園公領制の形成過程」において，網野は，当時，石井進
らとともに進めてきた大田文などに甚づく史料分析から院政期，とくに鳥羽
院政期に領域型荘園が急増したことを指摘する。中世において荘園は増えた
が， 日本の国土が荘園で覆われるなどということはなく，残存している大田
文によれば，国術領（公領）も一定の割合において存在し続けた。さらに大
田文の田数をもとに，一国平均の役などの諸負担が，それぞれ諸国に課せら
れるようになる。その負担は，公領・荘園ともに課せられており，大上地私
有とされた荘園もまた公領と同じく国家的賦課を担うとされていたのである。
荘園といえば，不輸不人と連想する常識的な見方に対し，戦前，清水三男
は，中世西欧のマナーとは異なり，日本の荘園はそのような存在ではなかっ
たことを強調していた。網野論文で気になるのは，「すでに戦前，清水三男
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氏は国栃領の中に，国司・目代・在庁官人等の直領が設定され，他の公田と
区別されていたことを，豊富な実例によって指摘した（「国術領と武士」『上
代の上地関係』所収）」といった，清水三男への言及である。全部で三か所
ほどある。おそらく，戦後中世史研究を領導し続けた石母田に対するバラン
スを取る意識からであろうと察せられる。
阿部猛 (2011)は，「すでに戦前の清水三男の研究（『日本中世の村落」日
本評論社・一九四二年，『上代の土地関係』伊藤書店・一九四三年）は，国
術領（公領）が荘園と同じ構造を有すること，荘園のみで中世社会を説明す
るのは片手落ちであることを主張していた」（阿部p.122) と指摘している。
第二節「荘園・公領の存在形態」 I「権門領荘園群」において，網野は皇
室直領（後院領・諸司領）および皇室領（御願寺領・女院領），摂関家領，
社領・寺頷，そして鎌倉期に新たに加わった幕府のもとの関東御領・将軍知
行地・得宗領ら，最高権門の荘園群を丁寧に検討している。そのなかで，一
般公家領は，皇室・院・摂関家とは異なり，非農業民を独自に組織した所領
が存在しないことをあげ，それは本家職を持ちえないことと深く関係してい
ること，一般公家が国家的な支配権（天皇の支配権）に関与しえなかった点
にかかわることを指摘しており，典味深い記述となっている。すなわち，国
家的責務を負うもの（最高権門）に荘園群が給せられ，本家として，他の領
主に対し，その所有を庇護する権能を供せられている，ということであろう。
以下，第三節「荘園・公領の内部構造」では，諸業，交通，山野河海・山
川藪沢14)などを論じながら，広い意味で，天皇の国土に対する大権が，人
民の自由（無縁）とともに想定されている。共同体の自然的•本源的権利と，
それの天皇の支配権への転化を示唆している。
この論文において初めて全面的に提起された荘園公領制論の要諦について
網野は後年，荘園と公領（国術領）は，ともに，基本的には租税（年貢・公
事）の請負の単位であり，公領は国術を通じて知行国主に租税を納め，荘園
はそれぞれ天皇家・摂関家・大寺社などに直接租税を納めるが，実際の耕営
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はそれぞれ名主田堵層に請け負わせ，彼等を通した収取に依拠しているので，
荘園も公領も，ただ在地から中央へと剰余を吸い上げる，請負のチャンネル
が違うだけである，と簡潔にまとめている（網野 2005)。田制からいえば，
荘園も公領も公田制を基礎としており，荘園制といえども単純に大土地私有
とはいえなくなる。つまり，社会構成史上の時代区分として荘園制や領主制
をキー・タームとして用いることはできなくなる， ということを意味する。
院政期も鎌倉期も同じ荘園公領制にもとづくということは，同じ経済シス
テムのもとにある，ということになる。院政期と鎌倉期の相違は，最高権門
の一つとして新たに鎌倉殿（鎌倉幕府）が加わったということであり，権力
の分掌という面からいえば，まったく新しい局面の創出である。
荘園公領制は，中世史家の間で次第に受け入れられていく。とくに 1980
年以降封建社会や封建領主ということばが急速に日本中世史の記述から消
えていったことが認められる。マルクス史学の継承者たちは，封建制に代わ
り，中世的生産様式を使用しているようである。だが，厳密にいえば，中世
的生産様式では，あの（時代の）生産様式と言っているのと同じであり，や
むをえないとはいえ，本来的には無内容なはずである。
日本史において封建制概念が使えなくなるということは，それ以上に封建
制の適用が難しかった他のアジア諸国の歴史においては，なおいっそう難し
くなったということができる。では，本稿のテーマである P•S 論文の提起
は無駄な試みであったのであろうか。必ずしもそうとはいえないと筆者は考
えている。網野は戦後，石母田・松本の影響の下に研究者としての人生を出
発させ，「若狭における封建革命」 (1951), 「封建制度とはなにか」 (1951)
はまさに領主制理論そのものであった 15)。50年代前半における， よく知ら
れた大きな「挫折」を経て，網野は領主制理論から離脱し， 1970年前後に
は，戸田のグループともっともそりがあう立場にあった。生産様式や社会構
成に関する立場では，つまり理論的には，河音にもっとも近かったともいわ
れている（保立道久）。荘園公領制論は， P•S 論文のなかの，第一の所有
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形態（領主的所有）および第二の所有形態（地主的所有）が単なる所有を越
えて領有化する際における結び目として第三の所有形態（都市貴族的所有＝
国家的土地所付の後身）を必要としており，河音や大山か強調していた領主
の勧農を含む公的な機能がそのこと（接合）を可能にしていたのである。だ
からといって，それは古代的なものではなく，国権の分掌を生む中世的なも
のであった。
もし， 1950年代や 60年代前半であれば，公田制や公領荘園制の概念を他
のアジア的社会へ適用可能かどうか，不可能であるとすればなぜか，を問う
者か出現したであろう。それによって彼我の差異（類似と相違）がより明確
になったであろう。だが， P•S 論文の提出を可能にした国際状勢は，中国
の文化大革命の勃発と， H中両共産党の対立のなかで，すでに失われていた。
網野の荘園公頷制論の方が，契機としてアジア的社会論への理解を含んでい
ただけに，それは残念な結果であった 16)。また，公領荘園制論の提唱者であ
る網野自身も， 70年代中葉には，マルクス史学の陣営から一思想としてマ
ルクス主義を放棄したかどうかは別として一離れていく。それは， 日本の歴
史研究が，戦後の主流であった社会経済史から社会史へと，大きく流れを変
える転換点となった。
〈注〉
I) 藤木地屯制論の理論的な位置づけに関しては．村田修三 (1971)を参照。
2) なお．さらに本稿執筆の動機として，以下のことがらを挙げておきたい0 筆
者は長くアジア的生産様式論を課題として研究を続けてきたが。その間．アジア
的社会における土地私有について． とくにその歴史的な作用に関して，その役割
や機能（権能）を低く考えるようになった。一般のマルクス史家と言われている
人々の言説のなかにおいてしばしばみられる，土地私有の拡大による，均田制や
班田制のような土地公有制の崩壊．そして大土地所有（私有）の成立→所領の形
成といった発展図式（シェーマ）に大きな疑問を感ずるようになった。筆者が知
るような日本以外のアジア的社会（アジア的生産様式に基づく社会）において．
土地私有の拡大→所領の形成といったシェーマが成立する社会は存在しない。と
くに中国史においては．一般に，所有（私有）が権力をもたらすというより，権
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力が所有をもたらすと考えた方があたっている。
日本古代をアジア的生産様式もしくはその別名である総体的奴隷制であると考
える戦後日本のマルクス史家たちが，古代から中世への移行において土地所有関
係の転換をどのように理解しようとしていたのかを知ること，それが本稿執筆の
第二の目的である。
3) 民科歴史部会は，雑誌「歴史評論Jの母体ともいうぺき存在であった。
4) 北京シンポジウムに向けての諸団体の動向については，拙稿『封建制雑考』
~1964 年北京科学シンポジウム論文と封建制理論（上）」（『電子礫蒼蒼』第 75 号
2016, 10, 15) http://www,2lccs,jp/soso/chinateki/chinateki_73,htmlを参照
されたい。
5) また， 1962年以降展開されていた，「アジア・フォード財団資金問題」に対す
る阻止闘争の盛り上がりなども，少なからぬ関わりがあったのであろうと考える。
6) 京都歴研連事務局より， 歴史学研究会＆京都地区歴史部門研究連絡協議会編
『北京科学シンボジウム歴史部門参加論文集』 (1964年）が出版されている。目
次は以下のごとくである。
門脇禎二＆戸田芳実 日本における土地国有制と奴隷制の特質
藤間生大 東アジアにおける諸国家，諸民族の歴史的諸関係の形成と発展
京都歴研連封建時代史グループ 日本封建時代の土地制度と階級構成
藤谷俊雄 日本における民族文化の創造発展について
井上清 日本の〗近代化」の特徴とその歴史的条件
中塚明 日本帝国主義の形成
伊藤秀一 近代の日本と中国における西欧進化論の受容と展開
江口朴郎 反帝国主義運動の諸段階
塩田庄兵衛 松川裁判闘争の十五年＿松川運動の歴史的総括
なお，『1964年北京シンポジウム論文目録』によれば，中塚明，塩田庄兵衛は，
政治部門への提出となっている。
7) 「世界をつらぬく歴史の法則がこの国だけに成立しなかったとは考ええないこ
とであった」（渡部義通「改版に際してー『日本古代社会』 1947年版）。
8) 清水三男の転向問題に関しては，『清水三男著作集』各巻の末尾に付せられた
藤谷俊雄，鈴木良ー等の回想を参照されたい。筆者は，自分が関心をもっている
秋沢修二，森谷克己，平野義太郎等の例からして，「転向」は転向者のマルクス
主義の放棄を意味するわけではない， と考えている。もう少しいえば，たとえ
「転向」を表明したとしても，思想（思考方法）としてマルクス主義を放棄する
ことは難しい，といえる。
9) P• S論文の執筆者の一人村田修三は，領主制理論の骨子を，「荘園制Fに広く
みられる自営農的な田堵名主層は古代国家を解体させる力の一部を構成しはする
が新しい社会関係を創出しえず，結局停滞的・頬廃的な性格の隷属関係を再生産
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すること，彼らを封建的に支配する領主制のみが反古代的な諸勢力を組織して古
代国家と荘園制を打倒して新しい前進的な社会関係を創出しうる」（村田 1971)
と考えるものと要約している。
10) 石母田は秦漢以降の中国が専制国家てあり，かつ中央集権的官僚社会であり，
それが社会の在りようを日本とは全く異なるものにさせている点について，ほと
んど考慮していないようにみえる。中国史のいつの時代においても土豪らしきも
のが存在していたことは事実であるが，中央集権的官僚制度の成立後，それが武
士（階級）化するなどということは，ほとんどありえないこととである c 支配階
級は官僚及びその予備軍として存在するc 武人はつねに文人により低い地位しか
あてがわれず，社会的に権威をもちえないc 農村における，村や宗族の自警団と
か，地主や富商の用心棒といった程度の武力が，何か社会を変える力を備えるよ
うになると考えることはできない。
日本の，武士＝領主は，地主であるとともに生産＝経営に携わったというこ
とが，かれらが階級として成長する過程において大きな意義をもったのであろう。
彼らは地方纂奪者，余剰の収奪者だけではなかったc 生産＝経営に通じていたこ
とが，社会の背骨になりえた理由であろう。
11) 「資本制生産に先行する諸形態：や『ザスーリチヘの手紙J(草稿）から，古典
古代や封建的生産様式における小経営的生産の主体である農民家族を，単婚家族
と解することは不可能である。小経営的生産様式の発展の結果，単婚家族もその
担い手となるといえるのであり，その逆は理論的に成立しない。
12) 筆者の手元にある P•S 論文は，一つは，歴史学研究会＋京都地区歴史部門研
究連絡協議会編『北京科学シンポジウム歴史部門参加論文集』（国会図書館デジ
タルコレクション所蔵）からのコピーであり， もう一つは，歴史科学協議会編歴
史科学大系第四巻『日本封建制の社会と国家（上）J (戸田芳実解説，校倉書房，
1973年）収録のものである。
13) 『ザスーリチヘの手紙』（草稿）において，マルクスの「分割地」をめぐる構想
が挫折したことに強く留意しなければならない。西欧的な所有概念を非ヨーロッ
パ的な世界（たとえばロシア）に投影することには， 自から限界があり，宅の論
理は，アジア的社会には通用しない。宅の論理の延長で所領か形成されるとすれ
ば，君主の寵臣の宅の周辺が，宅に取り込まれ，所領のように見える時である。
それは一時的な存在であり，庇護者を喪えば，その荘宅・荘田・荘園の延長とし
ての所領は，あっという間に消滅する。
14) 山野河海の領有の根源性（大地領有の根源性）について。中国においても H本
においても，山川藪沢・山野河海は，古代より君主の領有とされてきた。アジア
的社会において，なぜ，そのような山野河海に対する君主（王や皇帝）の領有が
実現しえたのであろうかと考えるとき，やはり，まず王による大地＝耕地の領有
があったのではないかと考える。
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というのも，大地の領有についていえば，その中心たる耕地は，やはり，人間
の手によって，営々とした営みによって形作られたものであり，山野河海の領有
とはやや問題を異にしていると考えられるからである。耕地の造営に必要な水は，
河川の恵みではあれ，実際には様々な水利施設の築造によってようやく広範に利
用可能となる。そのためには共同労働＝協業によらなければならず，それを組織
したものに富と権威が集まる。自然のめぐみにより，個々人の土地に水源がある
ならば水利社会もアジア的社会も，その固有性をもって存在しなかったであろ
うが，そうはならなかった。耕地（大地）が共同労働＋協業の産物である以上，
その恩恵を被る農民は，それぞれ共同体の神と協働の組織者（共同職務遂行機関
の長）である首長や王に，貢納と賦役を捧げなければならないということになる。
大切なことは， こうである。その土地の性格がなんであれ，貢納と賦役はつねに
必要であり，いまだ公有地を耕す共同体成員であれ，私有地をたがやす農民であ
れ，共同体の首長または原始的国家の王にそれを供しなければならない， という
ことである。私有地だから，国家への貢納や賦役を供出しなくとも良いなどとい
う理屈は成り立たないと考えるべきである。これが，共同体や国家の側からの，
貢納や賦役の負担要求正当化の論理である。
15) いずれも『網野善彦著作集別巻』 (2009) に収録されている。つまり， これら
の論文は，後の網野にとって自らの学説にふさわしくないものであった。
16) マルクス主義的な歴史理論は，一国をフィールドにしただけでは完結しない。
それゆえ，失敗におわったとはいえ石母田の試みも，同様に河音などの試みも，
同じく意欲的なものであり，評価に値すると考える。
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